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空家等の
流通・活用促進

の主な取組状況

第３期 横浜市空家等対策計画

資料1-2
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主な対象 施策 取組実績と今後の予定

一戸建の
空家
24,700戸
うち、
その他の住
宅
19,000戸

(R5年住宅・
土地統計調
査)

１ 地域の活性化に資する

施設としての活用の支援

強化

・空家の地域活用を支援する制度の実施【P3、4】

（空家活用のマッチング制度、空家活用の専門相談員派遣、空家の改修等補助金）

・空家の地域活用を支援する制度を様々な機会を通じて周知【P5】

・「空家の地域活用の手引き」を作成（空家の流通・活用マニュアルの改定）（R7.4）【P6】

・用途地域の見直しや特別用途地区の指定（R6.5.24：都市計画変更（告示））【P7】

２ 子育て世代等の転入・

定住促進に資する活用施

策の展開

・子育て世代向け「省エネ住宅住替え補助制度（リノベ型）」の本格実施（R6：10件）、脱炭素

リノベ住宅推進事業へ（R7～）【P8】

３ 空家の除却や建替えの

効果的な動機づけによる

流通の促進

・空家の解体費用と土地の売却価格の概算がわかるサービスの提供【P9】

・住宅除却補助制度の補助上限額の引き上げ (R7.4～) 【P10】

・空家の譲渡所得の3000万円特別控除のホームページの案内の充実化(R6.11～) 【P11】

・隣地統合事業補助制度の対象エリアを拡大（R7.5～）【P12】

４ ワンストップで継続的

な支援ができる相談体制

の強化

（再掲）空家の総合案内窓口の運営（相談実績 R6：167件、R7.7末時点：57件）【資料1-1】

（再掲）空家等の相談体制の強化方針の策定（R6）、方針を踏まえた強化の実施（R7～）【資料

1-1、資料2】

５ 地域の環境改善等に資

する跡地活用等の推進
・身近なまちの防災広場整備事業の補助対象地域を市全域に拡大（R7.4～）【P13】

第３期 横浜市空家等対策計画（空家等の流通・活用促進）

これまでの取組実績と今後の予定
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１ 地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化

空家の地域活用を支援する制度の実施
空家活用のマッチング制度、空家活用の専門相談員派遣、空家の改修等補助金の３つの制度
により、空家の地域活用を支援

年度 令和５年度 令和６年度
令和７年度

（７月末現在）

空家活用の
マッチング
制度

対話の場設定数 4回 ６回 ２回

マッチング成立数 ０件 １件 １件

空家活用の専門相談員派遣 ０件 ２件 １件

空家の改修等補助金 簡易改修型 １件 簡易改修型 １件 ０件

〈空家活用のマッチング制度登録数〉
活動団体等（6年度累計：登録109件（うち登録終了22件））

登録 113件（うち登録終了27件）登録 30件（うち登録終了18件）

空家等の所有者（6年度累計：登録28件（うち登録終了16件））

7年度 累計
（7月末時点）

7年度 累計
（7月末時点）
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１ 地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化

空家の地域活用を支援する制度の実施
空家活用のマッチング制度により、７年５月より、中区
妙香寺台で高校生・大学生を対象としたキャリアスクー
ルの場としての活用がスタート

【空家活用のマッチング成立実績】

所在地 物件概要 団体活動内容 状況

中区
妙香寺台

第１種中高層住居専用地域

昭和55年築

石川町駅から徒歩13分

活用団体名：オトナタチ一般社
団法人

活動内容：高校生・大学生を対
象としたキャリアスクール

７年５月
から活用
開始

【空家活用の専門相談員派遣実績】
所在地 派遣時期 相談概要 アドバイス内容 現状

旭区
市沢町

７年６月

貸すにあたり、旧耐震の建物であるため、
耐震性に問題がないか確認したい。耐震改
修が必要な場合、どのような改修が必要か、
また費用の目安が知りたい。

１階道路側はガラス張りのため耐震性は低
く、耐力壁の設置が必要。その他の部分も
含めた具体の改修方法と費用は、耐震診断
を行った上で検討する必要がある。

相談者が、横浜市建築
士事務所協会に耐震診
断を依頼
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１ 地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化

空家の地域活用を支援する制度を様々な機会を通じて周知
空家の地域活用を支援する制度を、中区生活支援コーディネーター連絡会（R6.8）、地域ま
ちづくりのための支援制度活用研修（R6.9）、空家活用ワークショップ（R7.1）等で周知
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１ 地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化

空家の地域活用の手引きを作成（空家の流通・活用マニュアルの改定）
用途変更や改修時の法令上の留意事項、最新の活用事例、関係区局の支援制度の紹介等を追加
した空家の流通・活用マニュアル改め「空家の地域活用の手引き」を作成、７年４月に公表
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１ 地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化

用途地域の見直しや特別用途地区の指定
６年５月に、空家等の活用促進にもつながる、第一種
低層住居専用地域から第二種低層住居専用地域への見
直しや、特別用途地区の指定を告示



8

２ 子育て世代等の転入・定住促進に資する活用施策の展開

省エネ住宅住替え補助制度の本格実施、脱炭素リノベ住宅推進事業へ
６年度に省エネ住宅住替え補助制度を本格実施、その成果と国の補助制度新設を踏まえ、７
年度は、リノベーション型に特化した脱炭素リノベ住宅推進事業に衣替え

タイプ 省エネ性能
補助

子育て世代
の住替え その他

新築 断熱等級６
以上

最大150万円
（基礎額70万円） ×

リノベー
ション

開口部の断
熱（ZEHレ
ベル以上）

最大150万円
（基礎額70万円） ×

タイプ 省エネ性能
補助

子育て世代
の住替え その他

新築 ×
（国の新制度へ一元化）

リノベー
ション

断熱等級６
以上 150万円 120万円

〈R7年度：脱炭素リノベ住宅推進事業〉〈R６年度：省エネ住宅住替え補助〉

10件が
申請
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３ 空家の除却や建替えの効果的な動機づけによる流通の促進

空家の解体費用と土地の売却価格の概算がわかるサービスの提供
民間事業者（㈱クラッソーネ）と連携し、ウェブ上で空家の解体費用と土地の売却価格の概
算が同時にわかるサービス「横浜市版 すまいの終活ナビ」を提供

〈ナビ経由での解体契約数〉

令和５年度 令和６年度
令和７年度

（７月末現在）

20件 30件 ７件
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３ 空家の除却や建替えの効果的な動機づけによる流通の促進

住宅除却補助制度の補助上限額の引き上げ
空家の解体費の一部を補助する住宅除却補助制度の補助上限額を7年度から50万円に引き上げ

※旧耐震基準：昭和56 年５月末以前に着工された建物
※新耐震グレーゾーン住宅：昭和56 年（1981 年）６月以降、平成12 年（2000 年）５月末以前に着工された建物
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３ 空家の除却や建替えの効果的な動機づけによる流通の促進

空家の譲渡所得の3000万円特別控除のホームページの案内の充実化
空家の譲渡所得の3000万円特定控除の案内ホームページに、6年11月、FAQと電子申請シス
テムによる問合せフォームを追加

【６年度実績】 確認書交付件数 ：918件（R5：766件）
譲渡された空家の件数：547件（R5:494件）
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３ 空家の除却や建替えの効果的な動機づけによる流通の促進

隣地統合事業補助制度の対象エリアを拡大

隣地を買って建替えを行う場合に補助が受けられる「隣
地統合補助制度」の対象エリアを７年５月から拡大

〈これまで〉 〈R7.5～〉

対象地域

補助上限額

100万円 重点対象地域 100万円
その他対象地区 50万円

西区西戸部町１、３丁目
中区山元町１、２丁目
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４ 地域の環境改善等に資する跡地活用等の推進

身近なまちの防災広場整備事業の補助対象地域を市全域に拡大
地震時の火災による延焼の危険性が高い地域に限定されていた身近なまちの防災広場整備事
業の補助対象地域を、7年度から市全域に拡大

市全域

対象地域

〈これまで〉 〈R7年度～〉

重点対策
地域

対策
地域 その他

防災広場 ９割 ９割 なし
その他（避
難経路、防
災設備）

９割 ９割 なし

重点対策
地域

対策
地域 その他

防災広場 １０割 ９割 ５割
その他（避
難経路、防
災設備）

９割 ９割 ５割

補助率

※「その他」の補助上限額は、
重点対策地域、対策地域の1/2
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